






















1970 年において，わずか 6% に満たなかった社会保障給付費は 2010 年度においては約 30%













1980 年 1990 年 2000 年 2010 年
社会保障関係費 82,124 （100.0） 116,154 （100.0） 167,666 （100.0） 272,686 （100.0）
　生活保護費 9,559 （11.6） 11,087 （9.5） 12,306 （7.3） 22,388 （8.2）
　社会福祉費 13,698 （16.7） 24,056 （20.7） 36,580 （21.8） 39,305 （14.4）
　社会保険費 51,095 （62.2） 71,953 （61.9） 109,551 （65.3） 203,363 （74.6）
　保健衛生対策費 3,981 （4.8） 5,587 （4.8） 5,434 （3.2） 4,262 （1.6）
　失業対策費 3,791 （4.6） 3,471 （3.0） 3,795 （2.3） 3,367 （1.2）
厚生労働省予算 86,416 120,521 174,251 275,561








期高齢者医療保険（2015 年度歳出決算で 14.5 兆円），国民健康保険（同 16.2 兆円）といった地
方自治体が運営している医療保険制度にくわえ，介護保険（同 9.7 兆円），さらに，保育所や生
活保護など社会福祉サービスのほとんどは地方自治体で行われている。地方自治体において社




1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年
国民所得額 A 61.0 203.2 348.3 371.6 352.3 
社会保障給付費総額 B 3.5（100.0%） 24.8（100.0%） 47.2（100.0%） 78.1（100.0%） 104.6（100.0%）
（内訳）年金 0.9（ 24.3%） 10.5（ 42.2%） 24.0（ 50.9%） 41.2（ 52.7%） 53.0（ 50.6%）
　　　ﾠ医療 2.1（ 58.9%） 10.7（ 43.3%） 18.4（ 38.9%） 26.0（ 33.3%） 32.9（ 31.4%）
　　　ﾠ福祉その他 0.6（ 16.8%） 3.6（ 14.5%） 4.8（ 10.2%） 10.9（ 14.0%） 18.8（ 17.9%）




表 3 を見ると，最大費目は児童福祉費である。とりわけ 1990 年代のエンゼルプラン等を背景
にする保育所の拡充と，2010 年度以降の子ども手当が大きい。高齢化を反映し，老人福祉費は
逓増しており，2000 年には介護保険が制度化され特別会計として扱われ，統計上操出金しか計






















1980 年 1990 年 2000 年 2010 年
民生費 50,284 （100.0) 82,281 （163.6) 133,920 （266.3) 213,163 （423.9)
　社会福祉費 10,036 （100.0) 21,722 （216.4) 36,415 （362.8) 50,967 （507.8)
　老人福祉費 10,958 （100.0) 20,473 （186.8) 35,403 （323.1) 54,823 （500.3)
　児童福祉費 16,524 （100.0) 25,135 （152.1) 40,299 （243.9) 71,388 （432.0)
　生活保護費 12,709 （100.0) 14,844 （116.8) 21,548 （169.5) 35,967 （283.0)
　災害救助費 57 （100.0) 106 （186.0) 256 （449.1) 348 （610.5)
普通会計歳出計 457,808 （100.0) 784,732 （213.2) 976,164 （213.2) 947,750 （207.0)
























制改革が行われ，個人所得税の最高税率が，1984 年には 75% から 70% に引き下げられたのに
つづき，1987 年には 60%，89 年には 50% に引き下げられた。また，1988 年には個人住民税




























































出所）　『平成 24 年版　厚生労働白書』84 ページ。












































































の制度改正後の厚生年金をシミュレーションし，1985 年段階で 20 歳以上の者は保険料の拠出を上回る給付
を受けることを示した。
6）	 	　2002 年 6 月 11 日開催の第 5 回社会保障審議会年金部会における厚生労働省資料	http://www.mhlw.go.jp/
shingi/2002/06/dl/s0611-6a.pdf。






を定めたうえ「毎年度の保険料収入総額の 2 分の 1 に相当する
















○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
現役時代に積立てる ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
〈賦課方式〉




現役時代に積立てる ○ ○ ○ ●
○ ○ ○ ●
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ●
次の世代の積立
出所）　筆者作成。





9）	 	　保険料は 20 歳から 34 歳まで月 100 円，35 歳から 59 歳までは月 150 円とし，60 歳以降，月 3500 円の年金
が支給されることとなった。
















注 1）　数値は，2015 年 3 月末現在。単位 : 万人。ただし厚生年金基金は 2014 年 3 月末。



































































































14）		　第 93 国会参議院社会労働委員会（1980 年 11 月 18 日）議事録　http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sangi	
in/093/1200/09311181200007.pdf　28 ページ。なお，この開催日は厚生労働省資料（例えば，http://www.









1966 年度以前 予算の範囲内で事務費を負担。  3.6%  （1947 年 7 月～）
 4.0%  （1948 年 8 月～）
 5.0%  （1949 年 9 月～）
 6.0%  （1951 年 2 月～）
 6.0%  （1955 年 7 月～）
1966 年度から 予算の範囲内で給付費の一部を補助。  6.5%  （1955 年 7 月～）
 6.3%  （1960 年 4 月～）
 6.5%  （1966 年 4 月～）
 7.0%  （1967 年 9 月～）
1973 年度から 10.0%（1973 年 10 月～）
13.2%（1974 年 11 月～）
14.8%（1976 年 10 月～）
16.4%（1978 年 2 月～）
※保険料率 0.1% 増ごとに補助率 0.8% 増。
 7.2%  （1973 年 11 月～）
 7.6%  （1974 年 12 月～）
 7.8%  （1976 年 11 月～）
 8.0%  （1978 年 3 月～）
1981 年 3 月から 16.4%（1981 年 3 月～）
※  16.4% から 20% の間で政令で定める。ただし，
当分の間 16.4% に法定。
 8.4%  （1981 年 4 月～）
 8.5%  （1981 年 12 月～）
 8.4%  （1984 年 4 月～）
 8.3%  （1986 年 4 月～）
 8.4%  （1990 年 4 月～）
1992 年度から 13.0%（1992 年 4 月～）
※  16.4% から 20% の間で政令で定める。ただし，
当分の間 13.0% に法定（給付費分）。（注 1）
 8.2%  （1992 年 5 月～）
 8.5%  （1997 年 10 月～）
 8.2%  （2003 年 5 月～）
※総報酬制に移行。実質 0.7% 増。
2010 年度から 16.4%（2020 年 7 月～）
※  2010 年度から 2012 年度までの間は 16.4% に
法定。
平均（都道府県単位料率を導入）
 8.2%  （2009 年 11 月～）
 9.34%（2010 年 4 月～）
 9.5%  （2011 年 4 月～）
10.0%  （2012 年 4 月～）
注 	1）　老健拠出金（昭和 58 年 2 月〜），後期高齢者支援金・前期高齢者納付金（前期高齢者の給付費分を除く）





















































16）		　『厚生労働白書』平成 23 年度版にも，「国民皆保険・皆年金の実現」という時代区分（昭和 30 年代からオ
イルショックまで）として記載されている。
17）	　日本経済新聞 2013 年 5 月 26 日付。
18）	　井出【2012】，第 3 章。
31	日本の社会保障における公費負担と所得再分配機能についての一考察		
児童手当制度は，前年 5 月に成立した児童手当法が 1972 年 4 月に施行されたことをうけて発





























特例に関する法律」がそれであり 1975 年度補正予算において 2 兆 2900 億円の赤字国債が発行
された。以降，毎年，財政法 4 条の特例として赤字国債は発行されることになる。現在の財源
を後ろの世代が負担することになった。「世代間の所得再分配」でもあるが，赤字国債でもって










債でもって社会保障の費用に充てられることになる。75 年補正予算で 2 兆円余発行された後，













1970 年 4,300 - 5.4 - 28,112 2,909 3.7
1971 年 4,300 - 4.5 - 39,521 3,194 3.4
1972 年 19,500 - 17.0 - 58,186 4,554 4.0
1973 年 23,400 - 16.4 - 75,504 7,045 4.9
1974 年 21,600 - 12.6 - 96,584 8,622 5.0
1975 年 20,000 - 9.4 - 149,731 10,394 4.9
1976 年 72,750 37,500 29.9 19.3 220,767 16,647 6.9
1977 年 84,800 40,500 29.7 17.8 319,024 23,487 8.2
1978 年 109,850 49,350 32.0 18.4 426,158 32,227 9.4
1979 年 152,700 80,550 39.6 27.1 568,000 40,784 10.6
注）　1979 年の公債残高は実績見込み。




















の最高税率の引き下げが行われた。1984 年には，所得税最高税率が 75% から 70% に引き下げ
られたのにつづき，1987 年には 60%，89 年には 50% に引き下げられた。ブラケットも，当初
は高額所得者のところで統合されたが，その後中堅所得層のところでも統合・縮小された。ま



































2010 年 12 月 14 日
2011 年 7 月 1 日
2011 年 9 月 2 日
2012 年 2 月 17 日
2012 年 8 月 10 日
2012 年 11 月
2012 年 12 月 16 日







































































個人の主体的な健康の維持増進への取組を奨励する」（第 4 条第 2 項）。「政府は，前項の医療提
供体制及び地域包括ケアシステムの構築に当たっては，個人の尊厳が重んぜられ，患者の意思
がより尊重され，人生の最終段階を穏やかに過ごすことができる環境の整備を行うよう努める











とはいえ，消費税は，2014 年 4 月に 8%（消費税 6.3%，地方消費税 1.7%）へと税率はアップ
している。10%（消費税 7.8%，地方消費税 2.2%）への引き上げは，2014 年 11 月，2015 年 10





制する」（社会保障推進改革推進法第 2 条第 2 号）の規程はなくても，消費税収入のすべてを社
会保障の財源に充てる構想はなかった。
「社会保障と税の一体改革について」と題する資料が，財務省ホームページに公開されてい
る。その 3 ページに以下の図 5 が掲載されている。
図 5 のように，後世代への負担のつけ回しの軽減に，増収分の過半を占める 7.0 兆円充てる
こととされているが，これは，赤字国債依存体質の脱却の第一歩であり，財政健全化につなが




ところが，消費税率アップの前から，2012 年度から法人税の税率を 30% から 25.5% に，中
小法人については 18% から 15% に引き下げる税制改革が実施された（復興法人特別税は除く）。
2011 年度の法人税収は 9.4 兆円であるから 1.6 兆円程度の減収となる。これに地方税部分が加
わる。なお，内閣府資料
25）
によると，2014 年度予算ベースで，税率 1% あたり，国・地方あわ




また，2017 年 12 月に「新しい経済政策パッケージ」が発表され，保育料や幼稚園授業料の




























26）		　公明新聞 2014 年 6 月 8 日付（https://www.komei.or.jp/news/detail/20140608_14178）は，与党税調の資
料から，全食料品について軽減税率を実施すると，税率 1％あたり 6600 億円，酒類・外食を除くと 4900 億
円という試算が示されたという。
27）		　財務省広報誌『ファイナンス』2014 年 5 月号 https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/201405c.pdf	
3 ページでは，「次に「社会保障の充実」に振り向けられる 2.8 兆円程度について詳しく見ていこう。その内


































A Study of Public Expenditure and the Function of Income  
Redistribution in Social Security in Japan
Masahiro NAKAJIMA
Abstract
The topic of this paper is to analyze the sequence of events and circumstances of the social 
security system in post-war Japan from the perspective of income distribution. The 
amount and quality of benefits has been increased in social security in Japan. However, 
with the reforms in 1973, the expansion of benefits was implemented without increasing 
the burden of costs. Under the current integrated reform of social security and tax, the 
expansion of benefits is controlled while a regressive consumption tax is used as a source 
of revenue. It is thought this is leading to a decline in the function of income distribution.
40 経済理論　392号　2018年3月
